
令和元年度〔第１四半期〕随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
土木交通部

（注）※１、※２の説明

監理課 庁舎管理委託 平成31年度滋賀県建
設技術センター管理
運営業務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 公益財団法人滋賀県
建設技術センター

10,021,680 当該団体は県および市町が設立した団体であ
り、同センターにおける施策の展開と関連した一
体的な運営により、技術支援による行政を補完
する機能を有する委託先は他にないため。

2 3イ

監理課 建設業情報管理シス
テム電算処理業務委
託

建設業許可電算処理
業務、経営事項審査
電算処理業務、これら
の業務に係る情報の
法令等に基づく情報
提供

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 一般財団法人建設業
情報管理センター

5,457,880 委託業務で使用する建設業情報管理システム
は全国の建設業許可行政庁で利用されており、
登録内容を全国的に共有することで審査事務が
円滑に行える。当該システムを運用するものは
他になく、代替性がないため。

2 3イ

監理課 滋賀県経営事項審査
等業務委託

経営事項審査審査事
務および申請データ
作成業務

平成31年4月18日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 滋賀県行政書士会 12,006,000 当該業務に関する知識を有し、かつ委託期間中
必要な員数や業務水準を安定的に確保できる唯
一の機関であるため。

2 3イ

技術管理課 電算処理業務委託 平成31年度第２号土
木積算システム保守
管理業務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 NECネクサソリューショ
ンズ株式会社関西支
社

26,683,200 保守対象のソフトウェアの著作権を有する者でな
いと対応できないため。

2 3イ

技術管理課 研修会講習会等委託 平成31年度土木関係
技術職員等研修事業

平成31年4月18日 ～ 令 和 2 年 3 月 20 日 公益財団法人滋賀県
建設技術センター

6,450,000 体系的・効果的な研修事業を行うための十分な
経験およびノウハウを持ち、また研修を実施する
十分な施設を有する唯一の機関であるため。

2 3イ

技術管理課 資材単価調査委託 平成31年度第２号資
材単価調査業務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 一般財団法人経済調
査会

13,750,000 当該業務に関する知識を有し、かつ調査結果を
集計、分析、検証、審査するノウハウ・体制を有
している機関であるため。

2 3イ

技術管理課 電算処理業務委託 平成31年度第１号土
木積算システム運用
管理業務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 キステム株式会社 11,693,520 運用対象のソフトウェアの開発元または技術提
携のある者でないと対応できないため。

2 3イ

技術管理課 電算処理業務委託 平成31年度第１号公
共工事総合システム
運用保守管理業務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令和元年9月30日 株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ関西

10,394,190 保守対象のソフトウェアの著作権を有する者でな
いと対応できないため。

2 3イ

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の
場合（性質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

技術管理課 資材単価調査委託 平成31年度第１号資
材単価調査（特別調
査）業務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 一般財団法人経済調
査会

23,146,200 広範な調査網と信頼性の高い審査機関を有し、
基礎資料となる物価資料を性格・迅速に取り扱
える機関であるため。

2 3イ

交通戦略課 安全・安心な自転車
利用促進事業委託

「滋賀県自転車の安
全で適正な利用の促
進に関する条例」第17
条に規定される指導
員による自転車交通
安全教育および自転
車の安全で適正な利
用に関する広報啓発
の委託

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 公益財団法人滋賀県
交通安全協会

15,379,630 自転車交通安全教育に関して豊富な知識と交通
安全教室の実績があり、体験型自転車教育を行
える自転車シミュレーターを所有するのは当該契
約相手方をおいて他にないため。

2 3イ

道路課 道路交通情報に関す
る業務委託

道路交通情報に関す
る業務委託

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 公益財団法人日本道
路交通情報センター

15,327,400 常に道路の交通規制、交通渋滞等に関する最
新の情報を正確、かつ迅速に収集し、整理、分
析して、幅広い広報媒体を通じて24時間365日休
むことなく、道路利用者に無料で提供できる能
力・体制を有する団体が他にないため。

2 3イ

道路課 滋賀県道路統合管理
システム保守点検に
関する業務委託

滋賀県道路統合管理
システム保守点検に
関する業務委託

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 ほくつう・ＮＴＴデータ関
西　特定業務共同企業
体

6,710,000 契約の相手方がシステムの知的財産権を有して
いるため。

2 3イ

道路課 滋賀県道路統合管理
システム改修等業務
委託

滋賀県道路統合管理
システム改修等業務
委託

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令和元年11月29日 ほくつう・ＮＴＴデータ関
西　特定業務共同企業
体

11,408,100 契約の相手方がシステムの知的財産権を有して
いるため。

2 3イ

住宅課 滋賀県営住宅駐車場
管理業務委託

滋賀県営住宅駐車場
管理業務委託

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 日本管財株式会社 9,745,000 本事業者は県営住宅の管理を行う指定管理者
であり、滋賀県公営住宅管理システムを事務所
に設置しているため、新たにシステムを設置する
必要がない。また、これまでの県営住宅管理の
経験により、団地の施設や住民の生活状況を熟
知している。これらにより、本事業者は本業務を
提供できる唯一の事業者であると考えられるた
め。さらに、これまでの指定管理業務に加えて駐
車場管理業務を行うことで、県営住宅の管理を
より効果的に行うことが期待できるため。

2 3イ

流域政策局 滋賀県土木防災情報
システム運用保守業
務委託

土木防災情報システ
ムの運用保守委託業
務

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 日本無線・中電技術コ
ンサルタント特定業務
共同企業体

17,160,000 土木防災情報システムについては左記業者が
著作権を保有しているため。

2 3イ



根拠
法令
※１

適用
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※２
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大津土木事務
所

１５－７　　近江八幡
大津線単独道路補修
工事

ガードパイプ工　一式
歩車道境界ブロック工
一式
舗装復旧工　一式

令和元年5月27日 ～ 令和元年6月28日 株式会社松浦組 5,184,000 5月8日に死傷事故が発生したため、安全性向上
のための緊急対策工事が必要となったが、６月
末を目途とした緊急工事完了に向け、競争入札
に付するいとまがないことから、当該地域におけ
る緊急時対応工事の受注者である当該事業者と
随意契約を行ったため。

5

南部土木事務
所

琵琶湖（草津地区）水
草刈取業務委託

水草刈取　一式 令和元年5月28日 ～ 令 和 2 年 2 月 28 日 滋賀県漁業協同組合
連合会

14,223,000 広範囲の水草を効率よく除去し、琵琶湖の水質
などにも影響が小さいという成果がでている「漁
船と貝引き漁具」による水草の除去は漁業者し
かできず、多くの漁業者が共同で実施する必要
がある。これを取りまとめられるのは契約の相手
方をおいて他にないため。

2 3イ

南部土木事務
所

琵琶湖（草津地区）水
草対策管理・有効利
用等業務委託

水草除去管理　一式
水草有効利用　一式

令和元年5月28日 ～ 令 和 2 年 2 月 28 日 公益財団法人淡海環
境保全財団

5,698,000 水草繁茂動向の予測のほか、刈取りの影響等
についての知見および堆肥化とその普及に関す
る技術力が必要である。また、水草の有効利用
は県民の理解のもと、利用が定着してはじめて
効果を発揮するため、普及啓発を含めて一連の
業務として行う必要がある。よって県と琵琶湖の
総合保全にかかる理念を共有している当契約相
手方をおいて他にいないため。

2 3イ

南部土木事務
所

大津能登川長浜線
単独道路改築積算委
託

設計積算業務
当初設計書作成　　1
本

令 和 元 年 6 月 6 日 ～ 令和元年7月31日 公益財団法人滋賀県
建設技術センター

6,307,200 当該法人は、県および市町により運営される公
益法人である。各種技術基準への適合や工事
費の経済性への配慮等、当該業務を高度な見
地から推進するためのノウハウを保有しかつ、
良質で精度の高い設計積算を行える者は当該
法人をおいて他にないため。

2 3イ

南部土木事務
所

近江八幡守山線　単
独道路改築積算委託

設計積算業務
当初設計書作成　１本

令和元年6月27日 ～ 令和元年8月30日 公益財団法人滋賀県
建設技術センター

6,469,200 当該法人は、県および市町により運営される公
益法人である。各種技術基準への適合や工事
費の経済性への配慮等、当該業務を高度な見
地から推進するためのノウハウを保有しかつ、
良質で精度の高い設計積算を行える者は当該
法人をおいて他にないため。

2 3イ

甲賀土木事務
所

犬猫等死骸処理業務
委託（甲賀市）

県管理道路の動物死
骸処理業務（単価契
約）

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 株式会社平成リサイク
ルセンター

8,069,420 動物の死骸（一般廃棄物）の運搬、処分を行うに
は特定の許可が必要であり、これを有する業者
に委託する必要があるため。

2 3イ

甲賀土木事務
所

R1 33-2 山川他河川
愛護活動事業（草刈・
清掃）委託

河川愛護作業　　一式 令和元年5月31日 令和元年12月20日 甲賀市 13,686,000 市町を核とした地域住民等の河川愛護活動を河
川法第99条の規定に基づき関係地方公共団体
に委託するものであるため。

2 2



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

東近江土木事
務所

外八日市線（中戸橋）
補助道路橋梁修繕調
査委託

橋梁詳細調査　１橋 平成31年4月11日 ～ 令和元年8月30日 中日本ハイウェイ・エン
ジニアリング名古屋株
式会社

8,776,080 当該業務は高速道路の規制を伴い道路管理者
との調整が必要であるが、可能な事業者は当該
事業者以外にはないため。

2 3イ

東近江土木事
務所

寒尻川他河川愛護活
動事業（草刈・清掃）
委託

河川愛護作業（除草
清掃）一式

令和元年6月10日 ～ 令和元年12月27日 竜王町 8,808,000 市町を核とした地域住民等の河川愛護活動を河
川法第99条の規定に基づき関係地方公共団体
に委託するものであるため。

2 2

東近江土木事
務所

出雲川他河川愛護活
動事業（草刈・清掃）
委託

河川愛護作業（除草
清掃）一式

令和元年5月31日 ～ 令和元年12月27日 日野町 5,111,000 市町を核とした地域住民等の河川愛護活動を河
川法第99条の規定に基づき関係地方公共団体
に委託するものであるため。

2 2

東近江土木事
務所

江岸川他河川愛護活
動事業（草刈・清掃）
委託

河川愛護作業（除草
清掃）一式

令 和 元 年 5 月 7 日 ～ 令和元年12月27日 東近江市 13,581,000 市町を核とした地域住民等の河川愛護活動を河
川法第99条の規定に基づき関係地方公共団体
に委託するものであるため。

2 2

東近江土木事
務所

犬猫等死骸撤去処理
委託（東近江市）

犬猫等死骸処理撤去
一式

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 株式会社日吉 10,813,345 動物の死骸（一般廃棄物）の運搬、処分を行うに
は特定の許可が必要であり、これを有する業者
に委託する必要があるため。

2 3イ

湖東土木事務
所

刈草等処分業務委託
（単価契約）

伐採木根・伐採竹根
の処分（甲良町）

令和元年6月14日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 有限会社　山河商事 15,432,220 当業務を請け負える業者は、廃掃法の許可を得
た一般廃棄物処分許可業者であり、業務を遂行
しうる者は限定されるため。

2 3イ

湖東土木事務
所

刈草等処分業務委託
（単価契約）

刈草・剪定枝葉・伐採
木・伐採竹（多賀町）

令 和 元 年 6 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 シームウッド株式会社 11,031,890 当業務を請け負える業者は、廃掃法の許可を得
た一般廃棄物処分許可業者であり、業務を遂行
しうる者は限定されるため。

2 3イ

湖東土木事務
所

刈草等処分業務委託
（単価契約）

伐採竹根（多賀町） 令和元年6月14日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 有限会社　山河商事 21,207,040 当業務を請け負える業者は、廃掃法の許可を得
た一般廃棄物処分許可業者であり、業務を遂行
しうる者は限定されるため。

2 3イ

湖東土木事務
所

刈草等処分業務委託
（単価契約）

刈草・剪定枝葉・伐採
木・伐採竹・伐採竹根
（彦根市）

令 和 元 年 6 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 株式会社　環境事業公
社

11,795,980 当業務を請け負える業者は、廃掃法の許可を得
た一般廃棄物処分許可業者であり、業務を遂行
しうる者は限定されるため。

2 3イ

湖東土木事務
所

刈草等処分業務委託
（単価契約）

伐採木根（彦根市） 令 和 元 年 6 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 湖北総合開発　株式会
社

5,526,300 当業務を請け負える業者は、廃掃法の許可を得
た一般廃棄物処分許可業者であり、業務を遂行
しうる者は限定されるため。

2 3イ

湖東土木事務
所

一般県道多賀停車場
線および町道多賀絵
馬通り線における町
道多賀絵馬通り線整
備事業の工事の実施
に関する協定書

水路工　302m 平成31年4月22日 ～ 令和元年9月30日 多賀町 20,617,200 町道の管理については多賀町に管理責任があ
るため。

2 2
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湖東土木事務
所

河川愛護活動事業委
託

一級河川の草刈・清
掃

令和元年5月15日 ～ 令和元年12月20日 彦根市 5,810,000 市町を核とした地域住民等の河川愛護活動を河
川法第99条の規定に基づき関係地方公共団体
に委託するものであるため。
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湖東土木事務
所

彦根近江八幡線補助
道路修繕工事

伸縮装置修繕　１式 令和元年6月10日 ～ 令和元年8月30日 鳥羽建設株式会社 18,360,000 伸縮装置周辺の床版が抜け落ち線路敷への落
下や、路線自体の通行止めが予想される非常に
危険な状態であり、直ちに緊急的な措置を講ず
る必要があるため。

5

長浜土木事務
所

姉川ダム公園等
維持管理業務委託

ダム公園及び管理道
路の除草・維持
管理・ゴミ清掃・側溝
清掃等

令和元年5月30日 ～ 令和元年12月20日 米原市 5,038,000 姉川ダム建設事業に伴い周辺に整備されたダム
公園等の管理については、地元自治体である米
原市との協定に基づく維持管理委託を実施して
きた。市は現場条件等も十分に把握しており、他
に代わる者はなく、更に地元自治体であるため
諸経費等の削減が図れ、比較的安価で契約でき
るため。
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長浜土木事務
所

伐竹木処分業務委託
（単価契約）

伐竹木処分
長浜市域

平 成 31 年 4 月 5 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 山室木材工業株式会
社

7,506,000 当業務を請け負える業者は、廃掃法の許可を得
た一般廃棄物処分許可業者であり、業務を遂行
しうる者は限定されるため。

2 3イ

木之本支所 平成３１年度第７３－
Ｒ０１号　葛籠尾崎大
浦線他道路緑化維持
管理委託

高木管理工271本、中
低木管理工218本、中
低木管理工（寄植）
1,340m2、芝生管理工
9,200m2、規制ゲート
管理等一式

平 成 31 年 4 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 長浜市 5,643,000 対象緑地に並行する歩道の管理については長
浜市に管理責任があるため。
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木之本支所 令和元年度第７３－１
号　赤川他河川愛護
活動事業（草刈・清
掃）委託

河川愛護作業（除草
清掃）1式、除草(肩掛
式及び人力除草）601
千m2、除草(ハンドガ
イド式)70千m2、除草
(バックホウ取付型）17
千m2、集草用重機の
リース3団体

令 和 元 年 6 月 1 日 ～ 令和元年12月27日 長浜市 6,591,000 市町を核とした地域住民等の河川愛護活動を河
川法第99条の規定に基づき関係地方公共団体
に委託するものであるため。
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高島土木事務
所

第3号犬猫等死骸撤
去等業務委託

犬猫等に類する動物
の死骸等の回収、解
体、運搬業務

令 和 元 年 6 月 1 日 ～ 令 和 2 年 3 月 31 日 山下建設株式会社 5,114,494 動物の死骸（一般廃棄物）の運搬、処分を行うに
は特定の許可が必要であり、これを有する業者
に委託する必要があるため。
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